
資料－１－２（別冊）

第８回　肱川大規模氾濫に関する減災対策協議会

関係機関の取組状況整理一覧表 

【 これまでの取組状況と今後の予定について 】 
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

１）ハード対策の主な取組

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策

〈肱川〉
　・惣瀬箇所の堤防整備
　・小長浜箇所の堤防整備
　・東大洲箇所外6箇所の段階的嵩上げ
　・旧堤撤去による流下能力不足解消
　・鹿野川ダムの改造
　・菅田・村島工区の暫定的堤防整備
　・岩瀬川工区の暫定的堤防整備

〈久米川〉
　・久米川工区の段階的嵩上げ

〈流域内河川〉
　・河床整正等による流下阻害箇所の解消

Ｒ、ｐ、
ｑ、ｒ

■危機管理型ハード対策

〈肱川〉
　・宇和川（瀬戸工区）の重要水防箇所の堤防
補強

〈清永川〉
　・重要水防箇所の堤防補強

Ｒ、ｐ、
ｑ、ｒ

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・早期に氾濫が発生する地区に対して、洪水時
の避難勧告等の発令判断に活用する水位計
の整備

Ｂ

・肱川上流部の氾濫開
始が他の区間よりも早い
地点において、水位計
を整備する事により、洪
水時の避難勧告等の発
令判断に活用予定

H28年度

大洲市池田集会所に
水位等監視カメラ設
置
(H29.3.10)

【内容】
浸水状況と肱川の水
位の相関関係をふま
え、避難勧告等基準
を見直す
【時期】
H30年度以降

・肱川減災対策計画に基づく排水路の整備 Ｐ

・肱川減災対策計画に
基づき対応可能箇所よ
り排水路等の整備を実
施

平成30年
度を目処

・柚木地区減災対策
工事（排水路整備）完
了
・田淵地区減災対策
工事（止水壁）施工中
※H29繰越

【内容】
田淵地区減災対策工
事（釜場等設置）
【時期】
平成30年度実施

・国管理区間については、避難行動に必要な
映像提供を考慮した河川監視用カメラの配置
計画を見直し（設置目的に応じた性能最適化・
集約化等）、順次整備を実施。

・県管理区間については、協議会の場等を活
用して、河川監視用カメラ配置計画を検討・調
整し、順次整備を実施。

Ｈ

・光ファイバーの二重化、架空区間の埋設化の
検討を実施

Ｈ

・堤防天端を活用した緊急輸送路の整備及び
避難路としての活用運用整備

Ｄ

・水防活動の迅速化、水害対策に活用できるよ
う「土のうステーション」を整備

Ｎ

・家屋・店舗等の浸水を
防ぐための土のうを予め
備えるため、土のうス
テーションを3基設置。
(300袋から600袋備蓄)

H28年度
土のうステーション
設置
(H28.5.9)

・計画規模降雨を超える洪水において、樋門等
を活用した早期排水を行うため、浸水等による
樋門等の機能停止を回避するための施設強化
の検討及び排水機場の整備の検討

ｍ

・計画規模降雨を超え
る洪水において、樋門等
を活用した早期排水を
行うため、浸水等による
樋門等の機能停止を回
避するための施設強化
の検討

H28年度
から検討
実施

肱川流域総合整備推
進協議会の要望活動
において、国に対し都
谷川樋門及び滝川樋
門の整備促進を要
望。

【内容】
継続して要望活動を
実施
【時期】
毎年実施

・フラップ化等の無動力化を優先的に整備する
対象施設を抽出し、順次整備を実施。

・国管理区間においては、市町村以外で操作
委託が可能な団体について検討を実施

P、m、
ｎ

大洲市
項目 事項 内容

課題の
対応

伊予市 西予市 砥部町
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

〈肱川〉
・菅田・村島工区の暫定
的堤防整備
・岩瀬川工区の暫定的
堤防整備

〈久米川〉
久米川工区の段階的嵩
上げ

〈流域内河川〉
河床整正等による流下
阻害箇所の解消

平成30年
代中期
平成32年
度

平成30年
度

引き続き
実施

〈肱川〉
・村島工区の上流部
652ｍが完成
・岩瀬川工区　肱川本
川から約440ｍが完成

〈久米川〉
段階的嵩上げの工事
推進

〈流域内河川〉
河床整正を実施中

〈肱川〉
・菅田、村島工区
【内容】
堤防整備推進
【時期】
引き続き実施

・岩瀬川工区
【内容】
堰の管理者と移設等
について協議を実施

〈久米川〉
【内容】
段階的嵩上げの工事
推進
【時期】
平成30年度完了

〈流域内河川〉
必要に応じて実施

〈肱川〉
　・惣瀬箇所の堤防整備
　・小長浜箇所の堤防整備
　・東大洲箇所外6箇所の段
階的嵩上げ
　・旧堤撤去による流下能力
不足解消
　・鹿野川ダムの改造

H28年度
～

・惣瀬箇所、小長浜箇
所、旧堤撤去、鹿野
川ダム改造着手。

【内容】
・目標時期に完成する
よう事業を推進

〈肱川〉
宇和川（瀬戸工区）の重
要水防箇所の堤防補強

〈清永川〉
重要水防箇所の堤防補
強

平成32年
度

平成30年
度

〈肱川〉
用地買収中

〈清永川〉
測量設計着手

〈肱川〉
買収が完了した箇所
から工事実施

〈清永川〉
【内容】
工事着手
【時期】
引き続き実施

・久米川で水位観測開
始

・肱川上流域において、
洪水時の避難勧告等の
発令判断の目安となる
情報提供を検討

・他箇所で設置を検討

平成28年
5月
引き続き
実施

引き続き
実施

・久米川水位計設置
済み
・水位観測データの蓄
積

・検討中

・引き続き水位観測
データを蓄積し、水位
設定を検討

・引き続き検討

・越流堤箇所の越流深を計
測するため、水位計による越
流深の計測を実施

H28年度
から順次
実施

・白滝地区、春賀地区
の越流堤箇所に水位
計を設置

【内容】
越流堤箇所に水位計
を設置

【時期】
平成30年度に設置予
定

・県管理区間について
は、協議会の場等を活
用して、河川監視用カメ
ラ配置計画を検討

平成29年
度から検
討

西予市神領において、
愛媛県河川監視シス
テムによるライブカメラ
を設置済。

【内容】
他箇所で配置を検討
【時期】
引き続き実施

・CCTVカメラの配置につい
て、改めて検討を実施

H28年度
から検討

・ＣＣＴＶカメラ映像の
配信箇所の追加（川
の防災情報ＨＰでの公
開）

【内容】
CCTVカメラの配置計
画検討

【時期】
平成30年度より検討

・光ファイバーの二重化、架
空区間の埋設化の検討

H28年度
から検討

【内容】
堤防整備の進捗を加
味しつつ、光ファイ
バーの二重化、埋設
化を検討

【時期】
平成32年度までに検
討

・堤防天端を活用した緊急輸
送路の整備及び避難路とし
ての活用運用整備

H30年度
・緊急輸送路の整備
延伸

【内容】
肱川橋架け替え完了
にあわせて、緊急輸送
路の延伸

【時期】
肱川橋架け替え完了
時

・計画規模降雨を超え
る洪水において、樋門等
を活用した早期排水を
行うため、浸水等による
樋門等の機能停止を回
避するための施設強化
の検討

H28年度
から検討
実施

未実施
必要に応じて施設強
化を検討

・計画規模降雨を超える洪水
において、樋門等を活用した
早期排水を行うため、浸水等
による樋門等の機能停止を
回避するための施設強化の
検討及び排水機場の整備の
検討

H28年度
から検討
実施

【内容】
樋門の施設強化につ
いては、順次検討を実
施
排水機場の整備につ
いては出水状況を考
慮しつつ検討を実施

【時期】
樋門の施設強化は平
成32年度までに検討

・フラップ化等の無動力化
（国)を優先的に整備する対
象施設を抽出し、順次整備を
実施。

・国管理区間においては、市
町村以外で操作委託が可能
な団体について検討を実施

平成29年
度から検
討実施

【内容】
八多浪排水樋門、山
本排水樋門のフラップ
化を検討
【時期】
平成30年度

四国地整気象台愛媛県内子町 警察署
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

大洲市
項目 事項 内容

課題の
対応

伊予市 西予市 砥部町

２）ソフト対策の主な取組　　①円滑かつ迅速な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

・避難行動等に必要な情報提供内容の検討及
びその情報によるリアルタイムの情報提供や
プッシュ型情報の発信及び連絡網の整備

ｇ、ｈ、
Ｅ、Ｆ、
Ｇ、Ｈ、

Ｊ

・農地所有者や企業等
への水位等情報連絡網
の整備
・想定最大規模降雨に
よる洪水を踏まえた情
報提供内容の検討

H28年度
から順次
実施

企業に対し災害情報
配信サービスについて
チラシ等配布による啓
発を行う。
二線堤北側農地の要
連絡者に大洲市災害
情報メール配信サービ
スの登録促進
・パンフレット配布
・アンケート実施

自主防災活動などの
機会にチラシ等配布に
よる啓発を実施

【内容】
引き続き啓発を行う。
【時期】
毎年実施

・避難勧告に着目した防災行動計画（タイムラ
イン）の作成及び関係機関の連携状況等を踏
まえた精度向上及び訓練の実施

Ｂ

・タイムラインの作成
（H28.3）

・タイムラインによる訓練
の実施

H28年度
から実施

【直轄区間】
・直轄区間はタイムラ
イン作成済み。
・台風の接近等に合わ
せてタイムラインによる
行動確認を実施
・国交省とタイムライン
詳細版案を元に机上
訓練を実施
(H29.12.1）

【内容】
・国交省とタイムライン
詳細版の作成及び見
直しを継続
・国交省とタイムライン
詳細版案を元に訓練
を実施

【時期】
訓練は毎年実施

・中山川については、避
難勧告等の判断伝達マ
ニュアルの改訂を踏まえ
て検討するほか、中予
地方局建設部が設置す
る大規模氾濫減災対策
協議会での取り組みも
踏まえたうえで住民避難
計画の策定を検討する

平成33年
度まで

【内容】
中予地方局大規模氾
濫減災対策協議会で
の取り組みを踏まえ、
継続して検討
【時期】

・県と協力しタイムライン
の作成

Ｈ29年度
から検討
実施

【内容】
県の素案を基に協議
を開始
【時期】
平成30年度

・中予地方局建設部が
設置する大規模氾濫減
災対策協議会での取り
組みも踏まえたうえで住
民避難計画の策定を検
討する

平成33年
度まで

避難勧告等の判断・
伝達マニュアルを策定
済

【内容】
マニュアルは国のガイ
ドライン見直しや台風
対応等の課題を踏ま
え随時改正していく
【時期】

・計画規模降雨を超える洪水を対象としたタイ
ムラインの作成及び訓練の実施

ｃ
・計画規模降雨を超え
る洪水を対象とした新た
なタイムラインの作成

H28年度
から検討
実施

【内容】
国交省と内容協議のう
え作成
【時期】
H30年度以降

・県と協力しタイムライン
の作成

Ｈ29年度
から検討
実施

【内容】
県の素案を基に協議
を開始
【時期】
平成30年度

・計画規模降雨を超える洪水も対象とした近隣
市町との広域避難に関する調整、避難経路の
検討。

・必要となる避難場所、避難路の整備にあたっ
ては、公共工事等の発生土砂を有効活用する
など、連携による効率的な整備を実施

Ｃ、Ｄ

・近隣市町との広域避
難に関する調整、避難
経路の検討

・必要となる避難場所、
避難路の整備にあたっ
ては、公共工事等の発
生土砂を有効活用する
など、連携による効率的
な整備を実施

H28年度
から検討
実施

【内容】
広域避難に対する調
整、避難経路の検討
【時期】
H30年度以降

・近隣市町との広域避
難に関する調整・検討

・県と協力し避難路等の
整備を検討

平成32年
度まで

【内容】
継続して検討
【時期】

・近隣市町との広域避
難に関する調整・検討

H29年度
から検討
実施

【内容】
近隣市町との広域避
難に関する調整・検討
【時期】
随時

・近隣市町との広域避
難に関する調整・検討

平成32年
度まで

【内容】
継続して検討
【時期】

・計画規模降雨を超える洪水も対象とした浸水
地区の避難所、避難経路等の検討

Ｃ、Ｄ、
Ｉ、ｅ

・計画規模降雨を超え
る洪水も対象とした浸水
地区の避難所、避難経
路等の検討

H28年度
から検討
実施

【内容】
避難所、避難経路の
検討
【時期】
Ｈ30年度以降

・計画規模降雨を超え
る洪水も対象とした浸水
地区の避難所、避難経
路等の検討

H28年度
から検討
実施

検討を開始。

【内容】
引き続き検討を実施。
【時期】
未定

・洪水予報文・水位到達情報文の改良 Ａ

・想定最大規模降雨による洪水も含めた浸水
想定区域の指定及び浸水シミュレーション、家
屋倒壊等氾濫想定区域の公表

ａ、Ｈ

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域
の指定及び浸水シミュレーション、家屋倒壊等
氾濫想定区域の公表対象河川の検討を実施

ｂ

・指定区間における想定
最大規模降雨による洪
水浸水想定に対するリ
スク情報の周知等を含
めた避難体制の強化へ
の取組方針について県
との協議を実施

平成28年
度から検
討実施

【内容】
リスク情報の周知等を
含めた避難体制強化
について協議実施
【時期】
H30年度以降

・中予地方局建設部で
設置される協議会での
協議を踏まえて検討す
る

平成33年
度まで

【内容】
中予地方局大規模氾
濫減災対策協議会で
の取り組みを踏まえ、
継続して検討
【時期】

・作成・周知済み Ｈ29実施

・中予地方局建設部で
設置される協議会での
協議を踏まえて検討す
る

平成33年
度まで

【内容】
中予地方局大規模氾
濫減災対策協議会で
の取り組みを踏まえ、
継続して検討
【時期】
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

四国地整気象台愛媛県内子町 警察署

・アラームメール（えひめ
河川メール）の利用登
録者の増加

H28年度
から順次
実施

各種説明会等におい
て、チラシの配布や説
明を実施

引き続き実施

・プッシュ型情報の発信
・ライブ映像箇所の拡大
・想定最大規模降雨による洪
水を踏まえた情報提供内容
の検討

H28年度
から順次
実施

緊急速報メールを活
用した洪水情報のプッ
シュ型配信を9/5より
開始。
（H28.9.5）

・県と協力しタイムライン
の作成

H29年度
から検討
実施

検討中

【内容】
・県と連携しタイムライ
ンの作成。
【時期】
・H30年度～

・国、市と協力しタイムラ
インの作成及び内容精
査を支援

H28年度
から実施

検討開始

【内容】
西予市及び関係機関
との協議に着手
【時期】
平成30年度中

・関係機関が作成し
た、または作成するタ
イムラインによる訓練
に参加する。

随時
具体的な訓練参加な
し

関係機関の訓練に積
極的に参画し、発災時
の警察職員の対処能
力及び管内住民の自
助・共助意識の向上を
図る。

・関係機関が作成した、
または作成するタイムラ
インの気象情報の記述
に関するアドバイスや確
認作業をする。

・訓練実施機関からの
要請をうけて、訓練に使
用する気象情報に関す
る資料を作成する。

随時

・タイムラインは作成済み
（H28.3）

・関係機関（国・県・市）の行
動状況や連携状況を踏まえ
た精査

・タイムラインによる訓練の実
施

H28年度
から実施

・大洲市とタイムライン
詳細版の作成。
・上記のタイムライン詳
細版を元に机上訓練
を実施。(H29.12.1)

【内容】
・大洲市以外の関係
機関も含めたタイムラ
イン詳細版の作成を
実施予定。
・上記のタイムライン詳
細版案を元に訓練を
実施予定。

【時期】
訓練は毎年実施

・県と協力しタイムライン
の作成

H29年度
から検討
実施

検討中

【内容】
・県と連携しタイムライ
ンの作成。
【時期】
・H30年度～

・国、市と協力しタイムラ
インの作成及び内容精
査を支援

H28年度
から検討
実施

未実施

【内容】
作成及び内容精査を
支援
【時期】
未定

・関係機関が作成し
た、または作成するタ
イムラインによる訓練
に参加する。

随時
具体的な訓練参加な
し

関係機関の訓練に積
極的に参画し、発災時
の警察職員の対処能
力及び管内住民の自
助・共助意識の向上を
図る。

関係機関が作成した、
または作成するタイムラ
インの気象情報の記述
に関するアドバイスや確
認作業をする。

訓練実施機関からの要
請をうけて、訓練に使用
する気象情報に関する
資料を作成する。

随時
・計画規模降雨を超える洪水
を対象としたタイムラインの作
成及び訓練の実施

H28年度
から検討
実施

【内容】
・計画規模降雨を超え
る洪水を対象したタイ
ムラインの検討

【時期】
平成32年度までに検
討

・近隣市町との広域避
難に関する調整・検討

H29年度
から検討
実施

検討中

【内容】
・関係機関と協議。
【時期】
・H30年度～

・市町が広域避難を検
討する場合に調整を支
援
・必要となる避難場所、
避難路の整備にあたっ
ては、公共工事等の発
生土砂の提供を検討

H28年度
から検討
実施

-
広域避難の検討を支
援

・必要となる避難場所、避難
路の整備にあたっては、公共
河川工事等の発生土砂を有
効活用するなど、連携による
効率的な整備を実施

平成30年
度より検討
実施

・計画規模降雨を超える洪水
も対象とした浸水地区の避難
所、避難経路等の検討にか
かる支援

H28年度
から検討
実施

【内容】
・計画規模降雨を超え
る洪水を対象した避難
計画に資する資料を
検討

【時期】
平成30年度に検討実
施

水位到達情報文の改良
H28年度
から検討
実施

-
水位到達情報文の改
良を検討

・洪水予報文の改良 H28年度
・洪水予報文の改良を
実施

【内容】
・継続的に改良を実施

【時期】
毎年度見直しを実施

・氾濫が発生した場合の浸水
区域として対象となる地区名
まで表示した洪水予報文の
改良

H28年度
・洪水予報文の改良を
実施

【内容】
・継続的に改良を実施

【時期】
毎年度見直しを実施

・想定最大規模降雨に
よる洪水も含めた浸水
想定区域図及び浸水シ
ミュレーション、家屋倒
壊等氾濫想定区域の公
表

H29年度
から実施

・肱川（大洲市県管理
区間）については、平
成29年度に、国と協
力して、浸水想定区域
図を作成し、大洲市に
提供済。
・小田川（内子町知清
～宿間）については、
平成29年度に、浸水
想定区域図等を作成
し、内子町に提供済。
・肱川（宇和川）につい
ては、平成28年度に、
浸水想定区域図等を
作成し、西予市に提供
済。

【内容】
公表内容の検討
【時期】
未定

・想定最大規模降雨による洪
水も含めた浸水想定区域図
及び浸水シミュレーション、家
屋倒壊等氾濫想定区域の公
表

H28年5月

・平成28年5月30日に
直轄区間を公表
・肱川（大洲市県管理
区間）の浸水想定区
域図及び浸水シミュ
レーション、家屋倒壊
等氾濫想定区域の作
成支援(H29)

・指定区間における想定
最大規模降雨による洪
水浸水想定に対するリ
スク情報の周知等を含
めた避難体制の強化へ
の取組方針について県
との協議を実施

平成28年
度から検
討実施

・県と浸水想定区域等
の検討協議
・浸水想定区域の決
定

【内容】
・公表内容等の検討

【時期】
・H30年度

・指定区間における想定
最大規模降雨による洪
水浸水想定に対するリ
スク情報の周知等を含
めた避難体制の強化へ
の取組方針について大
洲市、内子町との協議
を実施

平成28年
度から検
討実施

・肱川（大洲市県管理
区間）については、平
成29年度に、国と協
力して、浸水想定区域
図を作成し、大洲市に
提供済。
・小田川（内子町知清
～宿間）については、
平成29年度に、浸水
想定区域図等を作成
し、内子町に提供済。
・肱川（宇和川）につい
ては、平成28年度に、
浸水想定区域図等を
作成し、西予市に提供
済。

【内容】
公表内容の検討
【時期】
未定
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

大洲市
項目 事項 内容

課題の
対応

伊予市 西予市 砥部町

・ハザードマップ（統合型防災マップ）の改良・周
知

ａ、b、
ｄ、ｅ、

Ｉ

・想定最大規模降雨に
よる洪水想定区域も踏
まえたハザードマップ（統
合型防災マップ）の改
良・周知

・また、国からの最新の
浸水区域図等データに
よりハザードマップ（統合
型防災マップ）の作成・
配布

H28年度
から順次
実施

県管理区間の浸水区
域のデータ提供につい
て国・県協議実施

【内容】
特定最大規模降雨に
よる肱川全域の洪水
想定区域を含めたハ
ザードマップを作成し
各戸配布する。
【時期】
H30年度

・浸水想定区域の改訂
がなされた段階で、市
ホームページや防災啓
発活動などを通して周
知を図ると共に、防災
マップへの反映について
も検討する

平成33年
度まで

【内容】
継続して検討
【時期】

・作成・周知済み Ｈ29実施
・ハザードマップ（統合型
防災マップ）の改良・周
知

平成29年
度改訂

平成30年3月に新しい
防災マップを作成

【内容】
全戸配布及びHPで公
表予定
【時期】
H30年5月

・現状の河川管理施設の能力を大幅に上回る
洪水に対する被害軽減のための「災害・避難
カード」の取組

Ｄ

内閣府のモデル事業と
して、三善地区におい
て、「災害・避難カード」
への取組を実施

H28年度

第１回WS開催
(H28.8.28）

第2回WS開催。
災害・避難カードの作
成。
（H28.11.20）

第3回WS開催。
避難訓練を実線。
（H29.1.29）

・情報伝達手段の多重化の検討を実施 Ｅ、Ｆ
・情報伝達手段の多重
化を検討

H27年度
から検討
実施

庁内関係機関と検討

【内容】
引続き情報伝達手段
について検討
【時期】
H30年度

・洪水時に直接市町長等へ河川情報を伝える
「ホットライン」を構築し、毎年、出水期前に協議
会において連絡体制を確認

Ａ

・河川管理者と市長等と
の河川情報を伝える
「ホットライン」を構築し、
毎年、協議会において
連絡体制を確認する。

平成30年
度出水期
まで

大洲河川国道事務所
が実施する訓練の中
でホットラインに係る訓
練を実施

【内容】
連絡体制の確認及び
訓練を引き続き実施
【時期】
毎年実施

・出水期前における連絡
体制の確認の実施

平成30年
出水期ま
で

【内容】
今後開催予定の水防
会議において連絡体
制を確認
【時期】

・肱川（上流域）の水位
周知区間において、県と
「ホットライン」を構築

平成29年
度から実
施

・ホットラインの構築に
ついては合意済み。

【内容】
・協議会において連絡
体制を確認

【時期】
随時

・出水期前における連絡
体制の確認の実施

平成30年
出水期ま
で

【内容】
水防協議会において
連絡体制を確認
【時期】
H30年6月5日予定

県管理区間については、
・指定予定の洪水予報河川、水位周知河川に
ついて検討・調整を実施し、「取組方針」にとり
まとめ。
・市町村の役場等に係る河川の内、未指定の
河川において簡易な方法も活用して浸水想定
及び河川水位等の情報を提供。
・毎年、協議会において、水害危険性の周知の
実施状況を確認。

ｂ、Ｂ、
ｇ

・県から情報提供を受け
た内容について、住民
への周知内容や方法を
検討

平成33年
度を目途

【内容】
情報提供を受けた内
容について、住民への
周知内容や方法を検
討
【時期】
H30年度

・中山川については，避
難勧告等の判断・伝達
マニュアルの改訂や水
位情報板の更新、中予
地方局建設部が設置す
る大規模氾濫減災対策
協議会での取り組みも
踏まえ、周知方法等に
ついて検討する

平成33年
度まで

【内容】
中予地方局大規模氾
濫減災対策協議会で
の取り組みを踏まえ、
継続して検討
【時期】

・県から情報提供を受け
た内容について、住民
への周知内容や方法を
検討

Ｈ33年度
を目途

【内容】
住民への周知内容や
方法を検討

【時期】
平成30年度

・県から情報提供を受け
た内容について、住民
への周知内容や方法を
検討

平成33年
度を目途

【内容】
住民への周知内容や
方法を検討
【時期】
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

四国地整気象台愛媛県内子町 警察署

・浸水想定区域が設定
された段階で、町ホーム
ページや自主防災組織
等への周知を図ると共
に、防災マップへの反映
についても検討する

H29年度
から検討
実施

・マップの周知方法等
の検討

【内容】
・防災マップの作成配
布、町HPでの公開

【時期】
・H30年度

・指定区間における想定
最大規模降雨による洪
水浸水想定に対するリ
スク情報の周知等を含
めた避難体制の強化へ
の取組方針について
国、大洲市との協議を
実施

平成28年
度から検
討実施

・肱川（大洲市県管理
区間）については、平
成29年度に、国と協
力して、浸水想定区域
図を作成し、大洲市に
提供済。
・小田川（内子町知清
～宿間）については、
平成29年度に、浸水
想定区域図等を作成
し、内子町に提供済。
・肱川（宇和川）につい
ては、平成28年度に、
浸水想定区域図等を
作成し、西予市に提供
済。

-

・想定最大規模降雨による洪
水想定区域も踏まえたハ
ザードマップ（統合型防災マッ
プ）の改良に関する支援

H28年度
から順次
実施

・平成28年5月30日に
公表した浸水想定区
域図等を提供

内閣府のモデル事業と
して、三善地区におい
て、「災害・避難カード」
への取組を実施

H28年度

第１回WS開催
(H28.8.28）

第2回WS開催。
災害・避難カードの作
成。
（H28.11.20）

第3回WS開催。
避難訓練を実線。
（H29.1.29）

内閣府のモデル事業と
して、三善地区におい
て、「災害・避難カード」
作成への協力を実施

H28年度
第１回WS開催
(H28.8.28）

内閣府のモデル事業として、
三善地区において、「災害・
避難カード」への取組を実施

H28年度

第１回WS開催
(H28.8.28）

第2回WS開催。
災害・避難カードの作
成。
（H28.11.20）

第3回WS開催。
避難訓練を実線。
（H29.1.29）

・出水期前における連絡
体制の確認の実施

平成30年
出水期ま
で

検討中

【内容】
・関係機関での調整
・ホットラインの構築

【時期】
・H30年度～

・肱川（上流域）の水位
周知区間において、西
予市と「ホットライン」の
構築

平成29年
度から検
討

・肱川（宇和川）におい
て、西予市と構築済。

【内容】
水位周知河川に指定
予定の小田川（内子
町知清～宿間）におい
て、内子町と構築予
定。

【時期】
平成30年5月

・洪水時に直接市町長等へ
河川情報を伝える「ホットライ
ン」を構築し、毎年、出水期
前に協議会において連絡体
制を確認

毎年出水
期までに
実施

・大洲市とのホットライ
ン構築については合意
済。

【内容】
出水期前に協議会に
おいて連絡体制を確
認

【時期】
毎年出水期前

現在未指定の小田川に
ついて、指定以降は県
から情報提供を受けた
内容について、住民へ
の周知内容や方法を検
討

平成33年
度を目途

現在未指定の小田川
について、指定以降は
県から情報提供を受
けた内容について、住
民への周知内容や方
法を検討

県管理区間について
は、
・指定予定の洪水予報
河川、水位周知河川に
ついて検討・調整を実
施し、「取組方針」にとり
まとめ。
・水位周知河川や市町
の役場等に係る河川の
内、必要と思われる河
川において、簡易な方
法も活用して浸水想定
及び河川水位等の情報
の提供方法等を検討。

平成29年
度から検
討

・小田川（内子町知清
～宿間）について、浸
水想定区域図を作成
済。

・水位計設置を検討

【内容】
水位周知河川に指定
予定。
【時期】
平成30年5月

【内容】
水位計設置を検討
【時期】
平成30年度
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

大洲市
項目 事項 内容

課題の
対応

伊予市 西予市 砥部町

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

・避難を促す緊急行動のトップセミナーの開催
及び共同点検の実施

Ｂ
・国が実施するトップセミ
ナー及び共同点検の参
加

H27年度
から毎年
実施

・減災対策協議会参
加（H29.5.３１）
・肱川・矢落川連絡会
後重要水防箇所点検
を実施（H29.5.16）

引き続き実施
・減災対策協議会への
出席

H28年度
から毎年
実施

・減災対策協議会実
施（H29.5.３１）

引き続き実施
・減災対策協議会への
出席

H28年度
から毎年
実施

・減災対策協議会実
施（H29.5.３１）

引き続き実施
・減災対策協議会への
出席

H28年度
から毎年
実施

・減災対策協議会実
施（H29.5.３１）

引き続き実施

・情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級
の現象」等の改善

Ｈ

・効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料の作成・配布

Ａ、Ｈ
・災害情報提供のチラシ
等による広報・周知

H28年度

・土砂災害説明会等
で災害情報説明後資
料を配布、説明

・減災協議会の実施に
関するニュースレター
の配付（H30年3月）

・自主防災訓練等によ
る講習で配布、説明

【内容】
自主防災訓練や公民
館事業を通して周知
【時期】
平成30年度

・効果的な「水防災意識
社会」の再構築に役立
つ広報や資料について
検討

H28年度
から実施

・総合防災マップや水
防災チラシ等を活用し
た防災・減災啓発の実
施

引き続き実施

・効果的な「水防災意識
社会」の再構築に役立
つ広報や資料について
検討

H28年度
から実施

・新たな浸水想定地
域、防災情報を掲載し
た総合防災マップを作
成するとともに、ハザー
ド情報をweb上に公
開。

【内容】
・総合防災マップを活
用した出前講座等、啓
発活動の実施。

【時期】
・年間をとおして随時。

・効果的な「水防災意識
社会」の再構築に役立
つ広報や資料について
検討

H28年度
から実施

情報を共有し連携して
実施

引き続き実施

・小中学校及び自治会等における洪水被害の
歴史等を踏まえた水災害教育を実施

・防災教育に関する支援を実施する学校を決
定し、指導計画の作成支援に着手。作成した
指導計画を関連市町村における全ての学校に
共有

Ａ、Ｇ

・課外授業等での防災
センター施設見学等の
利用促進について検討
を実施。

・想定最大規模降雨に
よる洪水浸水想定に関
する自治会等への説明
の実施

・防災教育に関する支
援校での教育実施、指
導計画等共有

H28年度

平成29年
度
（防災教
育支援校
関係）

・若宮地域自主防災
組織の取組（H28.7月
30日）

・「新町駅前どか市」で
のパネル展等実施
（H28.10.16）

・防災力向上キャンプ
において、家族及び自
主防災組織に水災害
教育を実施。
（H29.1.7）

・大洲市自主防災組
織会議にて想定最大
浸水想定の説明を実
施
（H29.5.30）

・防災教育について、
菅田小学校と打ち合
わせを実施
（H29.10.30）

【内容】
・国による水防災教育
に資する資料作成へ
の協力

【時期】
H30年度

・指導計画作成支援

・指導計画の共有

平成29年
度から検
討実施

【内容】
・国による水防災教育
に資する資料作成へ
の協力

【時期】
平成30年度

・指導計画作成支援

・指導計画の共有

Ｈ29年度
から検討
実施

【内容】
・国による水防災教育
に資する資料作成へ
の協力

【時期】
平成30年度

・指導計画作成支援

・指導計画の共有

Ｈ29年度
から検討
実施

【内容】
・国による水防災教育
に資する資料作成へ
の協力

【時期】
平成29年度

・ダム操作に関する地元関係者への周知 F
・国の説明会に関係各
課が参加し、関係機関
等へ周知

引き続き
定期的に
実施

鹿野川ダム放流警報
周知会に参加
（H29.4.24）

引き続き毎年実施

・野村ダム放流警報周
知会の実施

・河川利用者への説明

引き続き
定期的に
実施

野村ダム放流警報周
知会に参加
（H29.4.26）

引き続き毎年実施

・水害等への備えに関する要配慮者利用施設
の管理者向け説明会の実施

Ａ、Ｇ

・各構成員が既に保有する浸水実績等に関す
る情報を共有し、市町村において速やかに住
民等に周知

ｂ
・ハザードマップに過去
の浸水区域を掲載

平成26年度
・ハザードマップに過去
の浸水区域を掲載し
配布

・浸水実績等の情報を
共有し住民等へ周知

平成29年
度から検
討実施

・浸水実績等の情報を
共有し住民等へ周知

Ｈ29年度
から検討
実施

【内容】
・浸水実績等の情報を
住民等へ周知

【時期】
平成30年度

・浸水実績等の情報を
共有し住民等へ周知

平成29年
度
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

四国地整気象台愛媛県内子町 警察署

・減災対策協議会への
出席

H28年度
から毎年
実施

・減災対策協議会実
施（H29.5.３１）

引き続き実施

・水防連絡協議会等に
おいて関係者に避難活
動の充実を図る啓発を
実施

・関係者で重要水防箇
所等の点検を実施

引き続き
実施

・減災対策協議会実
施（H29.5.３１）

平成28年5月
実施

引き続き実施
・減災対策協議会への
出席

H28年度
から毎年
実施

・減災対策協議会実
施（H29.5.３１）

引き続き実施

・毎年出水期までに首長以
下関係者で、避難を促す緊
急行動のトップセミナーの開
催及び共同点検の実施。ま
た、重要水防箇所等の点検
を実施。

H27年度
から毎年
実施

・減災対策協議会実
施（H29.5.３１）
・肱川・矢落川連絡会
後重要水防箇所点検
を実施（H29.5.16）

引き続き実施

・情報発信時の「危険度
の色分け」や「警報級の
現象」等の改善

・「大雨警報（浸水害）の
危険度分布」及び「洪水
警報の危険度分布」の
提供

・大雨・洪水警報の改善

H29.5.17
13時提供
開始

H29.7.4
13時提供
開始

H29.7.7
13時提供
開始

情報発信時の「危険
度の色分け」や「警報
級の現象」等の改善
（H29.5.17）

「大雨警報（浸水害）
の危険度分布」及び
「洪水警報の危険度
分布」の提供
（H29.7.4）

大雨・洪水警報の改
善
（H29.7.7）

【内容】
大雨・洪水警報基準
の見直し

【時期】
随時見直しを実施

・効果的な「水防災意識
社会」の再構築に役立
つ広報や資料について
検討

H28年度
から実施

・協議会の実施に関す
るニュースレターや風
水害に関するパンフ等
を自治センター等施設
に配布
・水災害に関するマッ
プの配布（旧五十崎地
区全戸）

【内容】
・資料についての検討
・広報紙等による周知

【時期】
・毎年実施

・えひめ河川（かわ）メー
ルのチラシ配布

引き続き
実施

各種説明会等におい
て、チラシの配布や説
明を実施

引き続き実施

・水災害広報の充実として出
水があった場合、ニュースレ
ターを発行

・水防工法の実物展示等に
よる広報の充実

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定を正しく理解する
ための説明資料の作成

H28年度
から

・減災協議会の実施に
関するニュースレター
の配布
（H29.2.15）

・「災害時の避難行動
に役立つ！」情報サイ
ト周知チラシの配布
（H30.4.15大洲市内
配布予定）

・指導計画作成支援

・指導計画の共有

Ｈ29年度
から検討
実施

・高齢者教室等で水
害に関する説明
・内子町防災教育推
進連連絡会にて過去
の水害について周知

【内容】
・国による水防災教育
に資する資料作成へ
の協力

【時期】
平成30年度～

・要請に応じ、出前講座
により水災害教育を実
施

引き続き
実施

出前講座の申込受付

【内容】
出前講座の申込受付

【時期】
引き続き実施

・水災害広報の充実として出
水があった場合、ニュースレ
ターを発行

・水防工法の実物展示等に
よる広報の充実

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定を正しく理解する
ための説明資料の作成

・防災教育に関する支援を実
施する学校を決定し、指導計
画の作成支援に着手。作成
した指導計画を関連市町村
における全ての学校に共有

引き続き
実施

H28年度
から

・若宮地域自主防災
組織の取組（H28.7月
30日）

・「新町駅前どか市」で
のパネル展等実施
（H28.10.16）

・防災力向上キャンプ
において、家族及び自
主防災組織に水災害
教育を実施。
（H29.1.7）

・大洲市自主防災組
織会議にて想定最大
浸水想定の説明を実
施
（H29.5.30）

・防災教育について、
菅田小学校と打ち合
わせを実施し、試行授
業に向けた資料を作
成
（H29.10.30,H29.12.1
5,H30.2.5)

【内容】
・菅田小学校にて試行
授業を実施予定
【時期】
平成30年5月

【内容】
・試行授業を踏まえ、
肱川流域全域への展
開を行うための資料作
成
【時期】
平成30年度実施予定

・国の説明会に関係各
課が参加し、関係機関
等へ周知

引き続き
定期的に
出席

野村ダム（4/26）・鹿
野川ダム（4/24）放流
周知会に出席

引き続き毎年出席

・鹿野川ダム・野村ダム放流
警報周知会の実施

・河川利用者への説明

引き続き
定期的に
実施

野村ダム（4/26）・鹿
野川ダム（4/24）放流
周知会を実施

引き続き毎年実施

・要配慮者利用施設の
管理者に対して、水害
への備えに関する理解
を深めてもらうための説
明会を実施

H28年度
平成28年12月
実施

必要に応じて実施

・要配慮者利用施設の管理
者に対して、水害への備えに
関する理解を深めてもらうた
めの説明会を実施

H28年度
平成28年12月
実施

必要に応じて実施

小田川の浸水想定区域
設定により、具体的な想
定が明らかになった段
階で、ホームページや防
災啓発活動、防災マッ
プなどを通じて周知を検
討する

平成30年
度末

・公表内容を協議

【内容】
・町HPや防災マップで
周知

【時期】
平成30年度～

・各構成員が既に保有
する浸水実績等に関す
る情報を共有し、市町に
おいて速やかに住民等
に周知する方法等を検
討

平成29年
度から検
討

未実施

【内容】
　・周知方法を検討

【時期】
　・未定
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

大洲市
項目 事項 内容

課題の
対応

伊予市 西予市 砥部町

２）ソフト対策の主な取組　　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練
の実施

Ｋ

・毎年情報伝達網の確
認

・樋門等の点検時等に
伝達網を活用して実施
(火災・事故・捜索活動
でも活用)

引き続き
毎年実施

樋門点検時等に伝達
網を確認

【内容】
引き続き樋門点検時
等に伝達網を確認
【時期】
毎年実施

・水防団等への連絡体
制の再確認と伝達訓練
の実施

引き続き
毎年実施

・情報連絡網の確認
及び更新

・通信司令システムを
活用した消防団幹部
への一斉通報試験の
定期的な実施（年数
回）

引き続き実施
・水防団等への連絡体
制の再確認と伝達訓練
の実施

引き続き
毎年実施

【内容】
月１回の情報伝達訓
練を実施。

【時期】
随時

【内容】
月１回の情報伝達訓
練を実施。

【時期】
随時

・水防団等への連絡体
制の再確認と伝達訓練
の実施

引き続き
毎年実施

・水防工法訓練時に
連絡体制の再確認を
実施（Ｈ29.5.20）

【内容】
引き続き毎年実施
【時期】
毎年実施

・減災対策協議会等による水防団等との共同
点検等の実施及び重要水防箇所の精査・見直
し

Ｋ、Ｌ

・減災対策協議会等へ
の水防団・危機管理課
職員・消防署・自主防
災組織等の参加

・水防団幹部との意見
交換会に水防団・担当
職員等の参加

引き続き
毎年実施

・担当者の水防連絡
協議会参加
(H28.5.19)

・担当者の水防連絡
協議会参加
(H29.5.16)

【内容】
引き続き減災対策協
議会等へ参加し、共
同点検等を実施
【時期】
毎年実施

・減災対策協議会等に
よる水防団等との共同
点検等の実施及び重要
水防箇所の精査・見直
し

引き続き
毎年実施

重要水防箇所の見直
し

引き続き実施

・減災対策協議会等に
よる水防団等との共同
点検等の実施及び重要
水防箇所の精査・見直
し

引き続き
毎年実施

例年どおり実施。

【内容】
危険個所の点検を実
施。

【時期】
出水期前

・減災対策協議会等に
よる水防団等との共同
点検等の実施及び重要
水防箇所の精査・見直
し

引き続き
毎年実施

【内容】
水防団等との共同点
検等の実施
【時期】
出水期前

・水防団・自主防災組織・消防署等の関係機
関が連携した水防訓練の実施

Ｍ
・水防団・自主防災組
織・消防署・危機管理
課職員が参加

引き続き
毎年実施

・水防工法訓練参加
(H28.5.15)
・自主防災組織による
水防訓練の実施
（H28.10.16）
・水防工法訓練参加
(H29.5.21)

【内容】
引き続き自主防災組
織による訓練実施
【時期】
毎年実施

・水防団・自主防災組
織・消防署等の関係機
関が連携した水防訓練
の実施

引き続き
毎年実施

H29年5月14日、消防
団・自主防災組織・消
防署・市職員による水
防工法訓練の実施

【内容】
引き続き実施
【時期】
H30年5月13日実施
予定

・水防団・自主防災組
織・消防署等の関係機
関が連携した水防訓練
の実施

引き続き
毎年実施

例年どおり実施。

【内容】
訓練・講習会を実施。

【時期】
随時

・水防団・自主防災組
織・消防署等の関係機
関が連携した水防訓練
の実施

引き続き
毎年実施

・水防団水防工法訓
練の実施（Ｈ29.5.20）

・水防工法指導者講
習　水防団員2名受講
（Ｈ29.10.21～22）

【内容】
引き続き毎年実施
【時期】

・水防団員の募集、自主防災組織、企業等の
参画を促すための具体的な広報の進め方につ
いて検討の上、順次実施

－
・水防（消防）団員確保
のための各種事業及び
啓発等実施

引き続き
実施

・成人式や各種イベント
等で消防団PRを実施
・未来の消防団員である
高校生を対象にPRを実
施
・団員を対象に婚活事
業を実施

【内容】
引き続き事業及び啓
発の実施
【時期】
毎年実施

・消防団の活動を広報
誌やホームページに掲
載し、ＰＲを行う。

引き続き
実施

水防工法訓練等、消
防団の活動を随時広
報誌に掲載

【内容】
引き続き実施
【時期】

・各自主防災組織の活
動要綱（内容）の見直し
を行う。
・企業等の参画について
は災害対応に有効な機
器保有企業のリスト作
成。

随時

【内容】
水防への支援につい
て、自主防災組織等
への情報提供を行う
【時期】
随時

・消防団の活動を広報
誌やホームページに掲
載し、ＰＲを行う。

引き続き
実施

消防団や自主防災組
織の活動を広報紙や
ホームページに掲載。

【内容】
H30年5月号広報に自
主防災組織の活動に
ついての記事を掲載
【時期】
引き続き実施

・大規模な氾濫に対してより広域的、効率的な
水防活動が実施できるよう関係者の協力内容
等について検討・調整

－
・水防団活動に関する
関係者の協力内容につ
いて、検討、調整

平成29年
度から検
討実施

・消防団協力事業所の
認定を行い、団員の出
動や災害時の資機材提
供について協力頂く。

引き続き検討・調整の
実施

・広域的な水防活動態
勢の構築が可能かどう
か、課題の洗い出しを
行ったうえで検討するか
どうか判断する

平成33年
度まで

【内容】
継続して検討
【時期】

・消防団以外の水防団
が確保できた段階で検
討する。

検討中 検討中

【内容】
引き続き検討
【時期】
随時

・水防団活動に関する
関係者の協力内容につ
いて、検討、調整

平成29年
度から検
討実施

【内容】
継続して検討
【時期】

・河岸侵食等も考慮した、水防用資機材の配
置計画の見直し及び広域支援の検討

ｊ、ｋ
・河岸侵食等も考慮し
た、水防用資機材の配
置計画の見直し

平成28年
度から検
討実施

【内容】
水防用資機材の配置
計画の見直し
【時期】
H30年度

・巡視員の安全性確保やリスクの高い箇所を含
めた巡視計画の見直し及び樋門操作員等の安
全確保に関する避難基準等の検討

i、ｎ

・巡視員の安全性確保
やリスクの高い箇所を含
めた巡視計画の見直し
及び樋門操作員等の安
全確保に関する避難基
準等の検討

平成28年
度から検
討実施

国、県の操作基準を
基に検討を行う。

【内容】
継続して検討
【時期】
H30年度以降

・計画規模降雨を超える洪水を考慮した水防
拠点の代替施設の検討

・河川防災ステーション等の水防拠点の整備・
活用について、関係機関と情報を共有し、市町
等の円滑な水防活動等、活用方策を検討・調
整

l

・計画規模降雨を超え
る洪水を考慮した水防
拠点の代替施設の検討

・防災センター等水防拠
点の整備活用について
関係機関と情報を共有
し、活動や活用について
検討・調整を行う。

平成28年
度から検
討実施

【内容】
検討の実施
【時期】
H30年度以降
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

四国地整気象台愛媛県内子町 警察署

・水防団等への連絡体
制の再確認と伝達訓練
の実施

引き続き
毎年実施

・毎年４月に連絡体制
の確認
・町防災訓練にて伝達
訓練の実施

【内容】
・引き続き町防災訓練
等にて実施

【時期】
・毎年実施

・管理委託している市町
との樋門操作点検
・点検時にあわせて地
元水防団・樋門操作員
の連絡体制の確認を実
施。

引き続き
毎年実施

・樋門操作点検を実
施（H29.5.18、26）
・水防団との意見交換
会（H29.5.19）

引き続き実施

・水防団との伝達訓練
・樋門操作員との伝達訓練
及び避難訓練
・維持工事による特別巡視訓
練

毎年出水
期前に実
施

・水防団との意見交換
会（H29.5.19）

・樋門操作説明会を
開催（H29.5.22）

・特別巡視訓練を実
施（H29.5.15）

引き続き出水期前に
実施

・減災対策協議会等に
よる水防団等との共同
点検等の実施及び重要
水防箇所の精査・見直
し

引き続き
毎年実施

・樋門点検を出水期
前に実施

【内容】
・樋門点検の実施
・県管理河川における
重要水防区域の共同
点検及び住民へ周知
【時期】
・出水期前に実施

・減災対策協議会の開
催
・重要水防箇所の精査・
見直し

毎年出水
期前に実
施。

・水防連絡会及び合
同点検に参加
（H29.5.16）

引き続き実施

・減災対策協議会等
に参加し、水防団等と
の共同点検等の実施
【肱川直轄区間：大洲
署対応】

毎年出水期前に実施

平成29年５月16日、
肱川・矢落川水防連
絡会による重要水防
箇所の巡視・点検を実
施。

出水期前の共同点検
に随時参加する。

・減災対策協議会の開催及
び重要水防箇所の確認

・水防団幹部との意見交換
会

・重要水防箇所の精査・見直
し

毎年出水
期前に実
施

・水防連絡会及び合
同点検を実施
（H29.5.16）

引き続き出水期前に
実施

・水防団・自主防災組
織・消防署等の関係機
関が連携した水防訓練
の実施

引き続き
毎年実施

・消防署と連携し水防
団や自主防災組織に
よる水防工法訓練の
実施

【内容】
・水防団等と訓練に向
けた協議を行う

【時期】
・毎年実施

・大洲市消防団（水防
団）との水防工法訓練に
参加（H29.5.21）

毎年出水
期前に実
施

・大洲市消防団（水防
団）との水防工法訓練
に参加（H29.5.21）

引き続き参加
・水防団、消防団の団員内
に、水防工法の指導者育成
を実施

毎年出水
期前に実
施

・自主防災組織による
水防訓練の実施
（H28.10.16）

・大洲市消防団（水防
団）との水防工法訓練
の実施（H29.5.21）

・水防災・減災ハンド
ブックを作成
(H30.3)

引き続き出水期前に
実施

消防団の活動を広報誌
やホームページ掲載等
広報活動を実施

引き続き
毎年実施

・消防団と連携し文化
祭等のイベントに出向
き団員の募集を実施

【内容】
・水防団等と団員確保
に向けた検討を行う

【時期】
・毎年11月に実施

・水防団員の募集、自
主防災組織、企業等の
参画を促すための具体
的な広報の進め方につ
いて検討支援

平成29年
度から検
討

未実施

【内容】
検討実施
【時期】
未定

・水防団員の募集、自主防
災組織、企業等の参画を促
すための具体的な広報の進
め方について検討の上、順次
実施

平成29年
度から検
討実施

水防月間のチラシ内
で水防団員募集の記
事を掲載

【内容】
引き続き啓発の実施
【時期】
毎年実施

・大規模な氾濫に対して
より広域的、効率的な水
防活動が実施できるよう
関係者の協力内容等に
ついて検討・調整

平成30年
度から検
討実施

【内容】
・町内の防災機関と連
携協議
【時期】
・H30年度～

・大規模な氾濫に対して
より広域的、効率的な水
防活動が実施できるよう
関係者の協力内容等に
ついて検討・調整

平成29年
度から検
討

未実施

【内容】
検討調整
【時期】
未定

・大規模な氾濫に対してより
広域的、効率的な水防活動
が実施できるよう関係者の協
力内容等について検討・調整

平成29年
度から検
討実施

・水防倉庫の流出を想
定した支援体制の検討

平成30年
度から検
討開始

未実施

【内容】
協議会等での支援体
制の検討
【時期】
平成30年度

・河岸侵食等も考慮した、水
防用資機材の配置計画の見
直し及び広域支援の検討

平成28年
度から検
討実施

・水防資機材の必要
量の検討を実施

【内容】
・水防資機材の必要
量についてリバイス

【時期】
・平成30年度以降順
次リバイス

・巡視員の安全性確保
やリスクの高い箇所を含
めた巡視計画の見直し
及び樋門操作員等の安
全確保に関する避難基
準等の検討

平成28年
度から検
討実施

関係機関との協議

【内容】
関係機関との協議・検
討
【時期】
平成30年度

・巡視員の安全性確保やリス
クの高い箇所を含めた巡視
計画の見直し及び樋門操作
員等の安全確保に関する避
難基準等の検討

平成28年
度から検
討実施

【内容】
・巡視計画及び避難
基準の検討

【時期】
・平成32年度までに検
討

・計画規模降雨を超え
る洪水を考慮した水防
拠点の代替施設の検討
・河川防災ステーション
等の水防拠点の整備・
活用について、関係機
関と情報を共有し、市町
等の円滑な水防活動
等、活用方策を検討

平成28年
度から検
討実施

未実施

【内容】
検討調整
【時期】
未定

・計画規模降雨を超える洪水
を考慮した水防拠点の代替
施設の検討

・河川防災ステーション等の
水防拠点の整備・活用につい
て、関係機関と情報を共有
し、市町等の円滑な水防活
動等、活用方策を検討・調整

平成28年
度から検
討実施

【内容】
・水防拠点の代替施
設の検討を実施

【時期】
平成32年度までに検
討
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

大洲市
項目 事項 内容

課題の
対応

伊予市 西予市 砥部町

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

・要配慮者利用施設、関係各課と連携した情
報伝達訓練及び避難訓練の計画の検討を行う
とともに、避難確保計画の作成に向けた支援の
検討を実施

Ｉ

・要配慮者利用施設・
福祉施設担当部局と連
携して、情報伝達訓練
や避難訓練の計画を検
討を行うとともに、避難
確保計画の作成に向け
た支援の検討を実施
(区域内関連施設19施
設)

H28年度
から順次
計画

地域防災計画掲載施
設に対する避難確保
計画策定について呼
びかけ実施

【内容】
地域防災計画に掲載
する要配慮者利用施
設の基準設定及び避
難確保計画策定に向
けた支援の実施
【時期】
H30年度

・中山川における浸水想
定区域の設定など、具
体的な被害想定が明ら
かになった段階で、関係
機関が連携して要配慮
者利用施設に対し避難
確保計画の作成支援方
法について検討する

平成33年
度まで

【内容】
継続して検討
【時期】

・要配慮者利用施設、
関係各課と連携した各
種訓練及び計画の検討

随時

【内容】
関係機関と連携した訓
練及び計画作成支援
を検討

【時期】
随時

・要配慮者利用施設、
関係各課と連携した各
種訓練及び計画の検討

随時

【内容】
要配慮者利用施設の
見直しを行い、以後、
情報伝達訓練等の支
援を実施予定
【時期】
要配慮者利用施設の
見直しはH30年度中

・浸水想定区域内の災害対策拠点である市
町・県・国庁舎や災害拠点病院等に関する情
報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時
の情報伝達体制・方法について検討

l

・浸水想定区域内の災
害拠点病院等に関する
情報を共有し、管理者
等への情報伝達体制・
方法を検討

平成29年
度から検
討実施

災害医療対策会議を
開催し検討を行う

【内容】
引き続き検討実施
【時期】
H30年度

・中山川における浸水想
定区域の設定など、具
体的な被害想定が明ら
かになった段階で、災害
時に拠点となる施設管
理者間の情報伝達体
制・方法について検討す
る

平成33年
度まで

【内容】
継続して検討
【時期】

・各施設管理者等に対
する情報伝達体制・方
法の検討

Ｈ29年度
から検討
実施

【内容】
情報伝達体制・方法
の検討実施

【時期】
平成30年度

・各施設管理者等に対
する情報伝達体制・方
法の検討

平成29年
度から
検討実施

【内容】
継続して検討
【時期】

・大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対
策等の啓発活動

Ｇ

・消防・商工産業課等と
連携して、浸水区域企
業等を訪問・災害情報
提供のチラシ等の配布
による啓発

H28.5頃

東大洲地区の企業に
対し災害時の情報配
信サービスについての
チラシ等配布を行う。

【内容】
未登録及び新規事業
所に引き続き啓発す
る。
【時期】
毎年実施

・浸水想定区域内の災害対策拠点である市
町・県・国庁舎や災害拠点病院等の機能確保
に関する情報を共有

・耐水化、非常用電源等の必要な対策につい
ては各施設管理者において順次実施し、対策
の実施状況については協議会で共有

l

・浸水想定区域内の災
害拠点病院等の機能確
保に関する情報を共有

・耐水化、非常用電源
等の必要な対策の実施
状況については、各施
設管理者において順次
実施し、実施状況につ
いて協議会で共有

平成29年
度から検
討実施

【内容】
耐水化、非常用電源
等の必要な対策の実
施状況及び災害拠点
病院等の機能確保に
関する情報の共有
【時期】
H30年度

・中山川における浸水想
定区域の設定など、具
体的な被害想定が明ら
かになった段階で、必要
とされる資機材の整備
について検討する

・対策実施状況の共有

平成29年
度から検
討実施

【内容】
継続して検討
【時期】

・各施設の機能確保情
報の共有
・対策実施状況の共有

Ｈ28年度
から検討
実施

【内容】
情報共有・対策実施
状況の共有

【時期】
平成30年度

・各施設の機能確保情
報の共有
・対策実施状況の共有

平成28年
度から検
討実施

【内容】
継続して検討
【時期】

２）ソフト対策の主な取組　　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

・浸水被害確認システムによる内水状況の共
有

Ｑ
・国システムによる内水
状況の共有

実施中

内水状況共有中

・6/16に浸水被害確
認システム操作訓練
を実施

引き続き共有

・現状の河川管理施設の能力を大幅に上回る
洪水による浸水想定も考慮し、排水機場、樋
門、排水路等の情報共有、排水ポンプ車及び
ポンプ排水委託の最適な配置も踏まえた排水
計画及び広域支援の検討を実施

Ｏ、Ｐ、
ｍ、ｏ

・内水排除対策（ポンプ
排水委託）の実施

・現状の河川管理施設
の能力を大幅に上回る
洪水による浸水想定も
考慮した排水機場、樋
門等の情報共有を踏ま
えた、排水ポンプ車等の
配置先の再検討

実施中

H28年度
から検討
実施

内水排除対策（ポンプ
排水委託及びポンプ
等レンタル契約）の実
施

【内容】
引き続き、内水排除
対策を実施する。
【時期】
毎年実施

・水防管理者が浸水被害軽減地区を指定する
際の参考となるよう、浸水エリアの拡大を抑制
する効用があると認められる土地に係る情報の
提供を実施

Ｒ

国、県と協同し、浸水エ
リアの拡大を抑制する効
用があると認められる土
地の情報を提供

平成29年
度から検
討実施

【内容】
浸水エリアの拡大を抑
制する効用があると認
められる土地の把握
及び情報提供
【時期】
H30年度

・国、県と協同し、浸水
エリアの拡大を抑制する
効用があると認められる
土地の情報を提供

・Ｈ29年度
から検討
実施

【内容】
国、県と共同し、情報
提供の検討実施

【時期】
平成30年度

・排水ポンプ車等による訓練の実施 Ｐ

・ダムの容量を有効活用するためのダム操作に
ついて判断基準、操作ルール等の検討を実施

Ｒ
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

四国地整気象台愛媛県内子町 警察署

小田川における浸水想
定区域設定により、具体
的な被害想定が明らか
になった段階で、関係機
関が連携して要配慮者
利用施設に対し避難確
保計画の作成支援方法
について検討する

Ｈ30年度
から検討
実施

【内容】
・関係機関と連携協議

【時期】
・H30年度～

・肱川流域市町が実施
する避難訓練の支援

平成28年
度から順
次計画

未実施 今後検討実施

小田川における浸水想
定区域設定により、具体
的な被害想定が明らか
になった段階で、各施設
管理者等に対する情報
伝達体制・方法を検討
する

Ｈ30年度
から検討
実施

【内容】
・関係機関と連携協議

【時期】
・H30年度～

・浸水想定区域内の災
害対策拠点である市
町・県・国庁舎や災害拠
点病院等に関する情報
を共有し、各施設管理
者等に対する洪水時の
情報伝達体制・方法に
ついて検討

平成29年
度から検
討実施

未実施

【内容】
検討
【時期】
未定

・浸水想定区域内の
災害対策拠点である
庁舎に関する情報を
共有し、洪水時の情報
伝達体制・方法につい
て検討

平成29年度から
検討実施

関係機関・団体等との
連絡窓口を設定。

連絡手段の多重化及
び発災時等のリエゾン
派遣などによる連携強
化を推進する。

・浸水想定区域内の災害対
策拠点である市町・県・国庁
舎や災害拠点病院等に関す
る情報を共有し、各施設管理
者等に対する洪水時の情報
伝達体制・方法について検討

平成28年
度から検
討実施

小田川における浸水想
定区域設定により、具体
的な被害想定が明らか
になった段階で、各施設
の機能確保情報を共有
し、その対策について確
認する

Ｈ30年度
から検討
実施

【内容】
・関係機関と連携協議

【時期】
・H30年度～

・浸水想定区域内の災
害対策拠点である市
町・県・国庁舎や災害拠
点病院等の機能確保に
関する情報を共有

平成28年
度から検
討実施

未実施

【内容】
共有情報の検討
【時期】
未定

・計画規模降雨を超える洪水
を考慮した水防拠点の代替
施設の検討

・浸水想定区域内の災害対
策拠点である市町・県・国庁
舎や災害拠点病院等の機能
確保に関する情報を共有

平成28年
度から検
討実施

・浸水被害確認システムによ
る内水状況を市と共有すると
ともに、情報の高度化を検討

実施中

・浸水被害確認システ
ムによる情報共有

・6/15、6/16に浸水
被害確認システム操
作訓練を実施

引き続き改良を実施

・現状の河川管理施設の能
力を大幅に上回る洪水による
浸水想定も考慮し、排水機
場、樋門、排水路等の情報
共有、排水ポンプ車及びポン
プ排水委託の最適な配置も
踏まえた排水計画及び広域
支援の検討を実施

H28年度
から検討
実施

・計画規模洪水による
浸水被害に対する排
水計画（手順書）を作
成

【内容】
現地確認等を踏まえ
て排水計画をリバイス

【時期】
平成30年度に検討

関係機関と共同し、水
防管理者が浸水被害軽
減地区を指定する際の
参考となるよう、浸水エ
リアの拡大を抑制する効
用があると認められる土
地に係る情報の提供を
実施

平成29年
度から検
討実施

検討中

【内容】
・関係機関と連携協議

【時期】
・H30年度～

・水防管理者が浸水被
害軽減地区を指定する
際の参考となるよう、浸
水エリアの拡大を抑制
する効用があると認めら
れる土地に係る情報の
提供を実施

平成29年
度から検
討実施

【内容】
提供情報の検討
【時期】
未定

・水防管理者が浸水被害軽
減地区を指定する際の参考
となるよう、浸水エリアの拡大
を抑制する効用があると認め
られる土地に係る情報の提
供を実施

平成29年
度から検
討実施

・毎年度１回以上排水ポンプ
車等による訓練を実施

毎年実施 ・排水ポンプ車訓練の
実施（H29.6.6）

・毎年実施

・ダムの容量を有効活用する
ためのダム操作について判断
基準、操作ルール等の検討
を実施

H28年度
から検討
実施

概略検討を実施

【内容】
引き続き検討を実施
予定

【時期】
検討を実施中
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

大洲市
項目 事項 内容

課題の
対応

伊予市 西予市 砥部町

３）地域経済を支える浸水対策の取組　　①地域経済を支える浸水対策（東大洲地区の生産性向上）

■地域経済を支える浸水対策に関する取組

【再掲】

〈肱川〉
　・惣瀬箇所の堤防整備
　・小長浜箇所の堤防整備
　・東大洲箇所外6箇所の段階的嵩上げ
　・旧堤撤去による流下能力不足解消
　・鹿野川ダムの改造

〈久米川〉
　・久米川工区の段階的嵩上げ

Ｒ、ｐ、
ｑ、ｒ

【再掲】

・大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対
策等の啓発活動

Ｇ

・消防・商工産業課等と
連携して、浸水区域企
業等を訪問・災害情報
提供のチラシ等の配布
による啓発

H28.5頃

東大洲地区の企業に
対し災害時の情報配
信サービスについての
チラシ等配布を行う。

【内容】
未登録及び新規事業
所に引き続き啓発す
る。
【時期】
毎年実施

【再掲】

・現状の河川管理施設の能力を大幅に上回る
洪水による浸水想定も考慮し、排水機場、樋
門、排水路等の情報共有、排水ポンプ車及び
ポンプ排水委託の最適な配置も踏まえた排水
計画及び広域支援の検討を実施

Ｏ、Ｐ、
ｍ、ｏ

・内水排除対策（ポンプ
排水委託）の実施

・現状の河川管理施設
の能力を大幅に上回る
洪水による浸水想定も
考慮した排水機場、樋
門等の情報共有を踏ま
えた、排水ポンプ車等の
配置先の再検討

実施中

H28年度
から検討
実施

内水排除対策（ポンプ
排水委託及びポンプ
等レンタル契約）の実
施

【内容】
引き続き、内水排除
対策を実施する。
【時期】
毎年実施
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

四国地整気象台愛媛県内子町 警察署

〈久米川〉
久米川工区の段階的嵩
上げ

平成30年
度

〈久米川〉
段階的嵩上げの工事
推進

〈久米川〉
【内容】
段階的嵩上げの工事
推進
【時期】
平成30年度完了

〈肱川〉
　・惣瀬箇所の堤防整備

　・小長浜箇所の堤防整備

　・東大洲箇所外6箇所の段
階的嵩上げ

　・旧堤撤去による流下能力
不足解消

　・鹿野川ダムの改造

平成30年
度

平成32年
度

平成30年
度

平成28年
度

平成30年
度

・惣瀬箇所、小長浜箇
所、旧堤撤去、鹿野
川ダム改造着手。

【内容】
・目標時期に完成する
よう事業を推進

・現状の河川管理施設の能
力を大幅に上回る洪水による
浸水想定も考慮し、排水機
場、樋門、排水路等の情報
共有、排水ポンプ車及びポン
プ排水委託の最適な配置も
踏まえた排水計画及び広域
支援の検討を実施

H28年度
から検討
実施

・計画規模洪水による
浸水被害に対する排
水計画（手順書）を作
成

【内容】
現地確認等を踏まえ
て排水計画をリバイス

【時期】
平成30年度に検討
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